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情報通信審議会 情報通信技術分科会 電波有効利用委員会 
価額競争の実施方法に関する検討作業班（第１回） 

－ 議事概要 － 
 

１． 日時  
令和７年７月 16 日（水）13:00～15:00 

 
２． 場所 

Web 開催 
 
３． 出席者（敬称略） 
（１）構成員 

藤井 威生（主任）、大谷 和子（主任代理）、石山 和志、佐野 隆司、中島 美
香、安田 洋祐 

 
（２）オブザーバ 

ＰｗＣコンサルティング合同会社 
 
（３）総務省 

翁長 久（電波部長）、五十嵐 大和（移動通信課長）、佐藤 輝彦（移動通信企画
官）、乾 浩斉（移動通信課課長補佐）、武田 理人（移動通信課課長補佐） 

 
４． 議題 
（１）価額競争の実施方法に関する検討作業班の主な検討内容 
資料１－１及び１－２に基づき、事務局より価額競争の実施方法に関する検討作業班の

主な検討内容、運営方針及び今後の進め方について説明が行われた。 
運営方針に基づき、大谷構成員が主査代理に指名された。 
主な質疑等は以下のとおり。 
 

（中島構成員） 
 ９ページについて、今回、全国枠と地域枠ということで御提案をいただいていま

すが、全国枠について、全国で割り当てたとき、ミリ波という特質を踏まえると、

地域によっては周波数が使われないといった懸念は一般的に想定されると思いま

すが、そのあたりの制度的に担保する仕組みについてはどのように考えていますか。

引き続き利用状況調査のようなことも必要かと考えますが、いかがでしょうか。 

（事務局） 
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 まさに御指摘のように、ミリ波というのは、スポット的な利用が主になるだろう

と我々も想定をしております。ただ、どこで利用ニーズが発生するか分からないと

いうことで、柔軟にネットワークを展開できるようにするということで、全国を希

望とするとの意見もあったと理解をしております。結果として、例えば先ほど申し

上げたトラヒックが高い地域や都市部といったところに偏ってしまう可能性も当

然あると考えておりまして、我々としては、その指針の中に、できるだけ地域への

配慮もするようにという配慮義務のようなものを入れていくことも、可能性として

は考えられると思っております。 

 併せて、先ほど申し上げたように、利用状況調査のお話がございましたけれども、

電波の有効利用評価という枠組みを通じて、そういった地域へのインフラ整備とい

ったところも見ていくことも考えられると思います。また、このあたりは、先ほど

お話ししたとおり、今度実施指針を策定するときにおいて、我々も明確にお示しを

していきたいと思っているところでございます。 

 

（２）26GHz 帯における５G の技術的条件について 
資料１－３に基づき、事務局より 26GHz 帯における５G の技術的条件について説明が

行われた。主な質疑等は以下のとおり。 
 

（石山構成員） 

 大変適切にまとめてくださっていると思いますので、特に疑問点はないですが、

１つだけ確認をさせてください。既に世の中で使っている周波数帯域と競合してし

まうところについて、引っ越ししてもらえるところもあれば、同じ周波数帯でうま

く折り合いつけて両方で使っていけるようなところもあるということを分類して

いただいたと思いますが、その分類の結果をまとめたものが、本日の資料の資料

１－１の１０枚目のスライドだと認識しています。周波数帯域を１００メガヘルツ

ごとに分けたときに、オレンジ色のところはさすがに折り合いつけづらいから使い

づらいというところで、白いところは多分使っていけるだろうということで、その

結果として、今御説明いただいた内容を踏まえて、割当て候補がこの青い点線で囲

んだ周波数帯だと、そのように理解をしてよろしいでしょうか。 

（事務局） 

まさに御指摘のとおりでございまして、今御説明をしました技術的条件の検討に
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おける共用検討の結果を踏まえて、この１００メガごとに色分けをしたものでござ

います。そもそも白い部分は既存無線局がないところでございまして、薄いところ

は、既存無線局があるものの無線局の数が少なく、濃いオレンジのところは既存無

線局が多いということでございます。灰色のところは、別の用途で既に使っている

もので、それらを色分けしたのが、この図でございます。 

 これを踏まえ、先ほど御説明したように、まずは共用可能性が高いところを対象

に、今回の価額競争の割当ての対象候補とするということでございます。 

 

（大谷主任代理） 

 干渉調整は事業者間で円滑に実施できると理解して問題ないか、こちら、事務局

からお答えいただくことはできますか。 

（事務局） 

干渉調整につきましては、選択肢の１つとして事業者間調整というのを挙げさせ

ていただいてございますが、こちら、制度整備するに当たっては、こういった条件

でというところを明確にできるように制度整備をするつもりでございますので、そ

ういったところを示しつつ、さらに近づいて運用したいという御要望があれば、事

業者間調整という手法を取っていただくと考えているところでございます。 

 

（藤井主任） 

 私から１点確認させていただきたいのですが、ＦＷＡの可搬局との共用が、Ｂ６、

Ｂ７のチャネルというところがあったかと思います。Ｂ６、Ｂ７チャネルは、今回

割当ての対象の一部にかかっているところかと思っていますが、ＦＷＡ可搬局、こ

こではダイナミック周波数共用の選択肢で共用可能性が高いと結論づけていると

ころですが、こちらは、例えばこの帯域があるタイミングで使えないというところ

が出てきたときに、周波数帯域を狭くして運用を継続するというような選択肢も考

えてよいのかというところを確認したいのですが、今回のオークションで４００メ

ガヘルツ幅を取ったとして、下が１００メガヘルツ幅だけ、ある場所ではある時間

使えないというときに、全部サービス停止する必要があるのか、一部だけは運用を

続けられるのか、このあたりはどのようにお考えかを教えていただけますでしょう

か。 
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（事務局） 

まさにおっしゃるとおりで、移動可搬局ということもございますので、使えない

ところというのは出てくる可能性はございます。ただし、局数のところを見ていた

だくと、かなり限定的にはなってございますので、基本的に前提として、事業者間

調整を行っていただくことでほぼどこでも使えるような状況は生み出せるのでは

ないかと、ただ、一時的にＦＷＡの無線局を使う場合におきましては、そういった

ことが起こり得ることがございますが、基本的にはそこまで多くはないのではない

かと想定してございます。 

（藤井主任） 

承知しました。今の事業者が運用しているので、運用調整も比較的楽な帯域なの

かなというようには思いました。ありがとうございます。 

 ほかに、皆様方から何かございますでしょうか。特によろしいですか。 

 今回、割り当てる予定の周波数帯の特徴は、ここを見ていただくと分かるかと思

いますので、今後参考にいただければと思いますので、よろしくお願いします。 

  

（３）周波数オークションの設計、諸外国におけるオークション事例等の紹介 

資料１－４に基づき佐野構成員から、資料１－５に基づきＰｗＣコンサルティング合同

会社（以下「ＰｗＣコンサルティング」という。）より説明が行われた。主な質疑等は以下

のとおり。 

 

（中島構成員） 

参入促進政策のところで、学術的にあまりいい話を聞かないというところなどは

興味深く聞いておりましたが、一般論としては、最も高い価値を見いだす事業者に

周波数が割り当てられない可能性も出てくるのでということだろうと理解しまし

た。このＣｒａｍｔｏｎという方の該当箇所を少し気になりまして確認してみまし

たが、確かに、分割払いなどを強く否定されていて、細分化も否定されていました。

取り置きに関して、２００８年にカナダの成功例があるといったことが少しだけ書

いてありましたが、このあたりの評価はありますでしょうか。 

 あるいは、一般論として、そういった成功する要因はどういうものが考えられる

のか、例えば基礎事業者の数、新規参入者の状況など、デメリットをなお上回る要
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因としてどのようなものが考えられるか、このあたりが分かると、今回の地域向け

の専用枠の検討にも役立つと感じまして、御質問させていただければと思います。 

（佐野構成員） 

このカナダの２００８年の事例についてはよく分かっていませんが、やはり取り

置き等の促進政策を取ることで、事業者数が増え、携帯電話市場の競争が活発化し、

それが全体として、消費者を含めて全体的に厚生を高めるということが、セットア

サイド等を設けることの一番の理想的な形であるのかと思っています。 

 少し調べましたが、やはり取り置きをしたことで新規参入を促したときに、参入

した企業がきちんとそのまま市場で育って既存事業者と対等な関係になるまで育

っているかというと、おそらくそのような事例があまりないのではないかと想像し

ています。今年これから出る論文で、企業のプライベートネットワーク用に取り置

きしたもののあまり効果がなかったといったような論文が少し目に入ったので、必

要であれば、また改めてどの論文(※)かをお示しします。やはり取り置きをして、

新規企業等に優先的に使ってもらって、そこで新しい企業を育てるということが、

少なくとも諸外国の例では、あまりうまくいっていないのではないかという感想を

持っております。 

※J. Zagdanski, P. Castells, K. Bahia, "The impact of spectrum set-asides 

on private and public mobile networks," Telecommunication Policy 

Vol.49, no.102991 (2025) 

 

（大谷主任代理） 

ＥＰについて教えていただきたいと。ＥＰは保証金と連動していると思いますが、

例えば英国の場合、ＥＰは省令などどのように決めているのかという点と、保有Ｅ

Ｐは参加者に相互に開示されるのかどうかというところをＰｗＣ様に質問させて

いただきます。 

（ＰｗＣコンサルティング） 

 御指摘のとおりで、どれぐらいの金額を払うとどれぐらいのポイントが得られる

かというのは、イギリスではオークションごとにオークション規則が定められてい

まして、その中に１ポイント当たり幾らかというところが規定をされています。 

 後段の御質問でございまして、各保有状況ですとかは、実際に保証金を納めてそ
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の額に応じてオークションの管理事務局、イギリスではオフコムで計算をしてシス

テム上設定する形になります。各入札者間で、例えば５０保有しているのか、

１００保有しているのか、それは見えないようになっており、オークション管理者

側と、入札者が自分の保有しているポイントしか見えないという状況になっており

ます。このあたりは、何を開示するかというところにもよりますが、ほかの国でも、

ほかの入札者のポイントの保有状況は見えないというのが一般的だと理解してお

ります。 

 

（藤井主任） 

今回、ＳＭＲＡとＣＣＡとＣＡのお話をしていただきましたが、今回想定されて

いるのが、総務省案だと、全国枠と地方枠の１枠ずつという形になっていますが、

こういう１枠ずつしかないときというのはＣＡ方式とかＣＣＡ方式というのが使

えるのかというところについて、まず、佐野構成員、お答えいただくことは可能で

しょうか。 

（佐野構成員） 

まず、全国枠に関して言うと、例えば全国枠が１枠だけあって、入札するのが既

存事業者と新規事業者とすると、１枠しかないので、いわゆる普通のオークション

という形式として、入札者自身が値段を入力して値段を競り上げていくような方式

がＳＭＲＡに相当します。そうではなく、競り人が値段を上げていき、入札者がど

こかで脱落して、最後１人残るまで値段を自動的に上げていくというのが、時計オ

ークション、クロックオークションとなります。 

 それから、地域枠があるので、それを同時に競り上げる必要があるかどうか。新

規事業者が、地域枠も欲しいし全国枠も取れそうなら取る、欲しいと思うのであれ

ば、やはり地域枠も同時にオークションにかける必要が出てくると思いますが、地

域枠に関しては、新規事業者は全く実質的に別枠だということであれば、もう完全

に切り分けることも考えられると思います。新規事業者に関しては、どちらに入札

するのも可能であるとすれば、競り上げも同時にするということです。新規事業者

については、地域枠の地域に入札しつつ全国枠にも入札するということは、ＳＭＲ

Ａ型でもクロック型でも可能かと思います。 
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（藤井主任） 

 また、ＰｗＣ様にお伺いしたいのですが、各国で１枠だけをオークションで割り

当てた事例があるかどうかを教えてください。 

（ＰｗＣコンサルティング） 

１９ページをお願いします。これは、１枠ではなくて２枠、少ないブロック数と

いうことで、類似の事例ということで御承知いただければと思います。オーストラ

リアでＵｎｓｏｌｄ７００メガヘルツのオークションの事例では、こちら２枠だっ

たと思いますが、過去に実施した７００メガヘルツのオークションで売れ残ってし

まったブロックを再度オークションかけるというところで、限られた枠で実施をし

ていまして、この場合はクロックオークションで行われております。 

 もう少し遡りますと、１枠でＳＭＲＡという方式の事例もあったと承知していま

す。この資料上では掲載しておりませんが、もし必要であれば、サンプルになる事

例をお出しできればと思いますので、このあたり、また事務局と相談してお答えさ

せていただければと思います。 

（藤井主任） 

どちらの方式も可能性があるし、実例もある程度似たようなものはあるかもしれ

ないというように認識しました。もし追加の情報ありましたら、よろしくお願いし

ます。 

 

（安田構成員） 

 今後の検討方針を踏まえて具体的な設計を考えたときに、全国枠と地域枠を仮に

１枠ずつで進めていくとすると、まず、地域に関しては、仮に都道府県で割っても

４７で、基礎自治体で考えると１,７００程度ありますが、そのように割り当てる帯

域枠の数が多いときにＳＭＲＡ以外のものを使った実例があるのかというのが、ま

ず１つ目の質問です。 

 加えて、ＰｗＣ様にもう１点お伺いしたいのが、競り上げ幅です。各国の競り上

げ幅がどういった形で決まっているのか、細かい数字はいいんですけれども、例え

ば、最低落札額と比べて何％ぐらいの競り上げ幅を設けているとか、あとは、ラウ

ンドを通じて競り上げ幅が一定なのか、場合によってはそうではなくて、後のほう

のラウンドになって価格が高くなってくると競り上げ幅自体も大きくなったりす
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るのかなど、そのあたりの競り上げ幅に関する諸外国の事例等で注目すべき点があ

れば教えていただきたいというのがＰｗＣ様に対する質問です。 

 佐野構成員にも伺いたいことがあり、今の基本方針だと、全国枠も１枠というこ

とになっています。事前の意向調査等を踏まえると、携帯事業者などは最低でも

４００メガヘルツ幅は欲しいといったことを言っている一方で、新規参入を検討し

ている事業者は、必ずしもそこまで広い帯域幅でなくても経済価値があるというこ

とを言っています。そのため、例えばですが、２００メガヘルツ幅や１５０メガヘ

ルツ幅を地域枠に割り当てて、４００メガヘルツ幅を全国枠にした場合、４００メ

ガヘルツ幅を１つの枠として全国枠ではオークションにかけるということになる

かと思いますが、ほかのアプローチとして、４００メガヘルツ幅×１枠ではなく、

２００メガヘルツ幅×２枠に分けて割り当てるという方法も考えられなくはないと

思います。その際に、佐野構成員の御説明において、補完性、代替性の有無によっ

てＳＭＲＡの好ましさが変わるであるとか、補完性が強い場合にはＳＭＲＡの代わ

りに組合せ型のＣＣＡ等を使うメリットもあるのではないかといった説明があっ

たかと思いますが、日本のこの現状に即して、４００メガヘルツ幅１つで全国枠を

割り振るのがいいのか、それとも、２００メガヘルツ幅で２枠を全国枠とするのが

いいのか、そのあたりについて、参考になるような視点やお考えがあれば伺いたい

です。 

（ＰｗＣコンサルティング） 

２点いただいていいたかと思います。 

比較的細かい地域割りで、かつクロックオークション方式が取られた事例がある

かという点ですが、直近の５Ｇのオークションで調べた限りですと、このアメリカ

の１,５３６エリアのＳＭＲＡが一番エリア数としては多かったのではないかと記

憶をしてございます。米国は、国土も広いので、単位としては一番多くなるケース

が多いと思いますが、クロックオークションでは、ＰＥＡ、パーシャリーエコミッ

クエリアですが、４３０エリア程度だと思いますけれども、このエリア単位で使わ

れるケースが近年は多かったと理解しております。弊社の調査結果ではクロックオ

ークションで、１,５３６の郡単位で行われたというのは、近年では採用例はないも

のと把握しております。 

 もう一つ、競り上げ幅について、これも国によって幅の設定の仕方はまちまちな
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ので、一般的な考え方を御紹介させていただきますと、イギリスのオフコムでは、

例えば１０％や１５％などオークションごとに競り上げ幅の目安を決めておきま

して、オークション進行に合わせて、規制当局の裁量で上げ幅を決定していくとい

う例があります。オークション進行では、後半になればなるほど価格の微妙なライ

ンでの争いになってくると思いますので、そのラインに合わせていくというのが一

般的な考え方なのかなというところで承知をしてございます。 

（安田構成員） 

２点目に関して、あまり事前に、幾らの価格で何社残っているときには競り上げ

幅が幾らというのを決めておく必要はなくて、ある程度裁量でそこは決められると

いうことで、各国運営されているケースがあるということですね。 

（ＰｗＣコンサルティング） 

御指摘のとおりでございます。 

（安田構成員） 

もう１点だけ伺いたいのが、今回、我が国で行うかもしれない全国枠と地域枠で

同じ周波数帯域のものを２つに利用単位を分割した上で、同時期のオークションで

両方割り当てるといったことは、過去に行われている事例はありますでしょうか。 

（ＰｗＣコンサルティング） 

少し離れている帯域で、大きく異なるエリアの分け方でというのは米国では過去

事例はありますが、比較的性格が似ているといいますか、同帯域と評価し得るとこ

ろでというのは、もう一度確認をさせていただきますけど、御紹介できるものが、

今の段階では持ち合わせていないというところでございます。 

 

（佐野構成員） 

個人的には、既存事業者としても４００メガヘルツ幅を欲しいという要望はある

一方で、２００メガヘルツ幅でもできることはあるかもしれないと思っているので、

２００メガヘルツ幅×２枠にするというのも方法としてはあります。むしろ、

４００メガヘルツ幅で１つにまとめたほうがいいのか、２００メガヘルツ幅で２つ

に分けたほうがいいのかが、事前の段階で分からないのであれば、やはりそれはオ

ークションを通じて決めたほうがいいのではないかという経済学者的な考え方で、

２００メガヘルツ幅×２枠にしたほうがいいのではないかと思うところはあります。
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一方で、既存事業者がやはり４００メガヘルツ幅は必要、２００メガヘルツ幅より

４００メガヘルツ幅はないとこの帯域では使いづらいという、補完性が強くあると

いうことを想像すると、２００メガヘルツ幅×２枠にすることで補完性がある状況

になるので、普通のＳＭＲＡやクロックオークションというパッケージ入札がない

ものを使うとうまくいかないリスクが出てくると考えています。今回に関しては、

初めてのオークションであるのでシンプルなルールにしたいというのが１つある

と思うので、できればパッケージ入札がないほうがルールとしてはシンプルになり

ます。そこを考慮すると、２００メガヘルツ幅×２枠というのは、パッケージ入札

しないのであれば、少しリスクがあるのではないかと個人的には思います。 

（安田構成員） 

私もトレードオフがあって悩ましい問題だと思いつつ、仮にパッケージ入札にな

ったときに、一般論として、パッケージ入札が非常に複雑だというのはそのとおり

だと思う一方で、２００メガヘルツ幅×２枠をそれぞれ入札の有無の組み合わせは

３種類であり、そこまで複雑ではない気もしますが、そのあたりについて、佐野構

成員から見て、やはり事業者としては初めて臨む入札であるので、この程度の複雑

性でも組合せオークションというのはうまくいかないリスクというのは大きいと

お考えですか。 

（佐野構成員） 

３つのパッケージしかないので、複雑かと言われれば、パッケージオークション

の中では一番簡単な状況なので、これぐらいであればできるのではないかという、

個人的な思いは正直あるところはあるのですが、しかし、やはりパッケージオーク

ションというのは、なかなかなじみがないものだとも思うので、そこはどう考える

かちょっと難しいところです。事業者としては、やはり、どう入札していいかとい

うのは少し考えてしまうかもしれないというのはあります。 

（安田構成員） 

パッケージ入札の場合、電波＝免許に対する価値を個々の事業者がある程度しっ

かり把握していないと入札が難しいではないですか。一方で、今回、ミリ波帯域で

あるので、その経済価値について、日本に限らず世界の事業者はまだ手探りの状況

ですので、参加者も他社の入札を通じて、例えばＳＭＲＡであればどの程度入札金

額を設定しているかで、ある程度共通価値的なものの情報を酌み取りながら、自ら
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入札をアップデートしていくという可能性があるとすると、最初からパッケージご

との評価を聞いて、基本的にはそれで終わりといったような方式よりは、競り上げ

の要素を持った価額発見が入札を通じてできるほうが好ましいという理屈は一応

立つような気もします。 

 ですので、その上で、おっしゃるように、２００メガヘルツ幅×２枠にすると、

補完性はそれなりに強く働いてしまうかもしれないから、このＳＭＲＡの利点が生

きないと、であれば、４００メガヘルツ幅にまとめて、クロックか、自分で競り上

げていく方式かはさておき、単純、かつ、価額発見もできそうな仕組みでいくとい

うのは、何となく我々学者目線でもそれなりに正当化できるのかなという気もしま

した。 

（佐野構成員） 

そうですね。不確実性が結構大きいというところは今回あると思うので、それを

考えると、わざわざパッケージ入札するよりも、もうあえてまとめてしまうという

ことは、１つそうですね、おっしゃるとおりだと思います。 

（藤井主任） 

今回、２００メガヘルツ幅×２枠にすると、おそらく、今の総務省の案だと、下

側の帯域のほうは、既存事業者が一部だけいるという状況になるので、完全に同じ

条件ではなくなってしまうところが少し難しくなるかなというのは懸念しました。 

 大谷主任代理から、４００メガヘルツ幅を分割した場合にガードバンドのロスが

発生するかという質問いただいていますが、こちらは、事務局のほうで何かコメン

トはございますか。携帯電話では、あまりこの差はなかったような気もしますが、

このあたり、いかがでしょうか。 

（事務局） 

藤井主任がおっしゃったとおり、携帯電話システムの場合ですと、４００メガヘ

ルツ幅で割っても２００メガヘルツ幅で割ってもさほど大差はないかなと考えて

いるところでございます。 

（藤井主任） 

おそらく携帯電話事業者が並んでいくところでは、うまく調整しながら、そこの

間のガードバンドを設定していないのではないかと思います。ただ、ＴＤＤのフレ

ームフォーマットは、もしかすると制限される可能性があるかなというところだけ
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はちょっと懸念があるかなと思いました。ＴＤＤのフレームフォーマットは同期を

取らなければいけなくなると思ってよろしいでしょうか。 

（事務局） 

おっしゃるとおり、ＴＤＤの場合、フレームのところは同期を取らないと、やは

り離隔を取る必要などが発生しますので、そのロスなどが発生すると考えてござい

ます。 

（藤井主任） 

隣接する事業者同士でうまく調整しないと相互干渉が発生する可能性は、ＴＤＤ

の上りと下りのところであるかもしれないと思いました。ミリ波でどこまでそれが

厳密に必要かどうかというところは、またあるかなとは思いますが、ありがとうご

ざいます。 

 

（４）その他 
事務局より次回作業班（第２回）は、令和７年８月 6 日（水）に開催予定である旨の説

明が行われた。 

 

 


